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圏 エネルギー・資源の将来展望

新エネルギーの開発･利用と将来
Development&UtilizationofNewEnergyandltsFuture

1．新エネルギー技術研究開発（サンシャイン

計画）の意義

国際石油需給は，世界景気の緩かな回復の下で，先

進諸国における省エネルギーの推進，石油代替エネル

ギーの開発・導入の促進等により現在のところ緩和基

調で推移しているものの，中長期的に見れば逼迫化し

ていくと考えるのが適当である．また，イラン・イラ

ク戦争による湾岸情勢の緊迫化等，中東情勢は依然と

して不安定であり楽観を許さないものがある．このよ

うな中にあって，我が国は，他の先進国に比べエネル

ギーの石油依存度，海外依存度が高く，エネルギー供

給構造の脆弱性が著しいことから，エネルギー安定供

給の確保は極めて重要な政策課題となっている．

新エネルギー技術開発はこの課題に応えるための有

力な方策の一つであり,IEA等の指摘を待つまでもな

く，短期のエネルギー需給に惑わされることなく，中

長期的視点に立ち将来への布石として計画的かつ着実

に推進すべきものである．昭和58年度に改定された総

合エネルギー調査会の「長期エネルギー需給見通し」

においても，石油代替エネルギーの計画的かつ着実な

開発・導入を促進し，石油依存度の低減を図っていく

必要性が指摘されており，エネルギー供給基盤の強化

等の重要な意義を持つ新エネルギー技術研究開発の必

要性が改めて確認されたところである．

2．サンシャイン計画の経緯

サンシャイン計画は，エネルギー問題の解決と，エ

ネルギー多消費社会の深刻化した環境問題の解決を図

るため，昭和49年7月に発足した長期的．総合的な技

術開発計画であり，石油ショック直前の昭和48年8月

に通商産業大臣が「エネルギー技術の開発をいかに進

＊工技院院総務部総括研究開発官（新エネルギー技術研究開
発担当）
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めるか」という諮問を産業技術審議会に対し行ったこ

とに始まる．同審議会はこれを受けて，同年12月「新

エネルギー技術開発の進め方について」と題する答申

を行い，その中で，豊富かつクリーンな新エネルギー

技術の開発を強力に推進すべきであり，そのためにナ

ショナルプロジェクトとして「新エネルギー技術研究

開発計画」を策定すべきであるとの提言を行った．

この答申に答えるべく，昭和49年3月に「サンシャ

イン計画実施要領」が省議決定され，それに基づき，

同年7月に同計画がスタートすることとなった．

本計画はその基本方針の中に「エネルギーの長期的

な安定供給の確保が国民生活と経済活動にとってきわ

めて重要であることにかんがみ，国民経済上その実用

化が緊要な新エネルギー技術について，西暦1974年か

ら西暦2000年までの長期間にわたり総合的，組織的か

つ効率的に研究開発を推進することにより，数十年後

のエネルギー需要の相当部分をまかないうるクリーン

なエネルギーを供給することを目標とする」と述べら

れており，この目標を達成するため，太陽，地熱，石

炭，水素エネルギー技術の4テーマを中心として研究

開発が進められてきている．更に，新エネルギー技術

のシーズの発掘，サンシャイン計画の円滑な推進のた

めの支援研究を行うため，「総合研究」が加えられて

いる．

また，本計画の推進にあたっては，関連する技術分

野が広範多岐にわたると同時に，基礎的研究と技術の

実用化を目指した応用研究・実証研究との有機的結合

が重要であることから，基礎的研究には工業技術院傘

下の試験研究所や大学等の能力を活用し，また，プラ

ント開発には昭和55年10月に設立された新エネルギー

総合開発機構(NEDO)を中核体として民間の活力

を生かす等，産学官の総力を結集して研究開発を進め

ている．

現在，主要なプロジェクトについては，基礎的研究

の成果を踏まえたプラント開発の段階を迎えており，

－ 1 3－



庁司パイロットプラント等実験プラント(又はシステム）
ーデモンストレーションプラント又はパイオニアプラント

に二言~冒厩蒄弓＝
要素研究製作運転研究
股計建設 三

l

E

l

Ｈ
卦
号
哉
Ｉ
・
鴎
詞

図一1サンシャイン計画の長期開発計画

49 50 51 52 53 54 55 66 57 58 59 60 61 62 63 64 ､65

１
太
陽
エ
ネ
ル
ギ
ー

(1)ソーラーシステム
(ソーラーハウス）

(2)太陽光発電
①製造システム
②利用システム

(3)太陽熱発電

’
一
一

一
一

一
一

一
一

一
一

一
一

一
一

弓
一

。
』

I年産5mKW級(結晶型)及びアモルファス11年産1万KW級

蕊臺塞蕊臺臺墨臺菫菫雲蕊~f[言ﾃ孟霜言語子冠詞下弼燕読諒元派耐ﾆニニエニコ

11,000KW2方式 ｜熱電気複合プラントI
＝二二二二三二二二－三

凸 ▲

一 デー一一玉＝一三二毛一二二三~二ニニニニニニニP彗室二言ニニニニニーニニニニニニニ音二言二言二言受
■ ●凸凸

２
地
熱
エ
ネ
ル
ギ
ー

(1)大規模深部地熱発電

(2)熱水利用発電
①バイナリー発電
②ダウンホールボンプ
③硫化水素除去技術

(3)深層熱水供給

(4)高温岩体発電

造調
＝

査
”■
一

’
，。＝．●ざ・＝・少Z.。

に二

｜’

’

I
1,000KW2方式｜ llllllll ll1万Kw級｜

’

一
Ⅱ

言
’

一
一一

一

一
一一奉

崎

一
一
ｍ

一
一
毛
１
日

一
一
●

睾
皿

一
一二

’

一
一口

一
一

一
侭

一
一

一
一

一
一

一
一

一
一

二
’

一
一

一
一

一
一

口
一

二
’

一
一

一
一

一
一

一
一ｒ

二
’

一

一
一

一
一

一
一

一
一

一
一

基礎鯛査 (30力所） 1,400,級
屋 Z ご … 易 ＝ ＝

’
－－．

日米協力’ 1'2,000
一・●・‐ey－●●-・‐■ダロ凸▽●●~・GDQ・凸・_p・‐・‐●‐･凸〃●｡｡_一・‐貼り●タダーヱDとー2●‐●●●‐且dp2●。、団宜・■‐・●｡．DG－GD●0●．▼．●●1

一一一一一一

K
一

W以上
・・・JLC三・g● 、｡■

－－由 ●･聖g■ﾄ△go

ａ
石
炭
エ
ネ
ル
ギ
ー

(1)石炭液化

①瀝青炭液化
(イ)直接水添液化

(口)溶剤抽出液化

(ハ)ソルボリシス液化

②褐炭液化

(2高カロリーガス化

(3低カロリーガス化発電

E二二二三二

1t/日
一

毎

１１
日ノｔｏ５２１ー

’
一
一

一
一

一
一

一
一

一
一

１
－
’

一
一

一
一

一
凸

一
一

’
一
’

一
一

一
一

一
一’

一
一

屋
一
恥
王
に

－１１日ｌｔ４●２１
一
一

一
一

’
二一
一

一
一

一
一

一
一

一
一

’
一一
一

l7,000㎡/日(20t/日)I I多目的ガス化（PDU）
11

■■■d■■ーq■■ーーー‐一一一一一一一一一一－1■■I■■一一－1■■－－－ －．－．－.‐.‐‐．.‐.‐‐･．.‐･クーァァ～一一〆杢一一ア正二夛夛アア麦アシエ少二シ…

5t/日
＝口三一一一一・・4

1 l
r二三二二言二言旨三二二二言二三

40j/日I
ア

l lllllll
＝一一ぞ…一＝＝一

ネ
ル
ギ
ー

４
水
素
エ

(1)アルカリ水電解法
(2)固体電解質水電解法

塵

4N㎡畑寺｜
壼夛＝-宝弓宇三号罵壺

120N㎡/時11
… 一

｜’｜’
｜｜’ ’

20N㎡/時 ’
「･･ ･一一一･一･･一･････'－．.｡－…＝シシ

ー‐

5

総 研
合究

(1)風力発電

(2)海洋温度差発電

|100KW 1l,000KW

｜’｜’｜’
11

ー－－－1■■■■■一一1■■

1-1,000KW-
にニニニニニニ二三二二二屍示壹宇ｰテ三一~至言



Vol.6No.1(1985) 15

表1サンシャイン計画関連予算の推移 (単位：億円）

太陽エネルギー

地熱エネルギー

石炭エネルギー

水素エネルギー

総合研究

国際協力

その他

計

累計

49

年度

8.7

5.6

4.4

3.3

2.0

－

0.5

24.4

24.4

50

10.9

11.4

8．6

4．6

2．5

－

1.6

39.6

64.0

51

14.2

15．5

9．1

4．5

3．0

0．2

3．4

49.2

113.2

52

14.6

15.5

9．1

4．5

3．0

0．2

2．7

61.8

175oO

53

20.1

31.8

14.4

5．9

3．1

0．3

5．6

81.3

256.3

小型の実験プラントの建設，運転研究等を積極的に推

進しているところである．サンシャイン計画発足以来

の予算の推移及び主要プロジェクトの計画図を表1及

び図-1に，また，主要プラントの開発状況を表2に示

す．

3．昭和60年度におけるサンシャイン計画の重点

サンシャイン計画は発足してから10年を経た．これ

までの10年間は，基礎研究からプラント段階に一歩踏

み出したいわば第一世代の時期ということができるが，

昭和60年代は大型のプラント開発が本格化する第2世

代ということができる．

その最初の年である60年度の事業については，以下

を重点に事業予算を財政当局に要求しているところで

ある．通産省としては，今後とも長期的視点に立って

適正な評価を加えつつ，計画的かつ効率的にその推進

を図って行く考えであり，皆様の一層の御支援をお願

いする次第である．

3．1太陽エネルギー

(1)太陽光発電実用化技術の開発

昭和60年代中頃における太陽光発電（太陽電池）の

本格的実用化に向けて，その低価格化を促進するため，

太陽電池製造技術の開発及び太陽光発電利用技術の開

発を行う．

60年度においては，製造技術について，太陽電池用

シリコンの低廉精製プロセス及び太陽電池パネルの連

続大量生産技術の開発のため500Kw/年級システムの

運転研究を実施するほか，アモルファス太陽電池の連

続生産技術等の開発を行う．また，利用技術について，

太陽光発電システムを学校，工場に設置して利用実験

を行うとともに独立分散型の太陽光発電利用システム

54 55 56 57 58 59 計
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375.7 662.2 998.81,415.2 1,835.2 2,233.3

の開発，集中型太陽光発電システムの開発等を行う．

(2)産業用等ソーラーシステムの開発

産業分野における各種の高度な熱工程に適用可能な

ソーラーシステムを開発する．

60年度においては，段階的に利用温度が変化する力

スケーディング・ヒートプロセス型及び一定温度を厳

格に保つ必要のあるフィックスト・ヒートプロセス型

実験システムの運転研究を実施する．また，零度以下

等の厳しい温度条件の工程に対応しうるアドバンスト

・ヒートフ・ロセス型装置機器の設計及び長期蓄熱技術

の開発等を実施する．

3.2地熱エネルギー

(1)地熱エネルギーの探査・採取技術の開発

①長期的かつ計画的な地熱開発の促進を図るため，

地熱資源の賦存状況を全国的規模で把握するための

調査を行い，地熱有望地域の抽出評価を行う．

60年度は，これまでの調査により抽出された有望

地域のうち代表的4タイプ地域について補足調査及

び熱源，貯留層構造等に関する総合解析を行う．

②広域かつ大規模な深部地熱の開発促進のため，深

部地熱資源の貯留層に適用可能な探査技術の確立を

目指し，典型的な地熱地域である仙岩地域（秋田，

岩手）及び栗駒地域（宮城）において探査技術の検

証調査を実施する．

60年度は，両地域で地表調査並びに400m級及び

1,500m級構造試錐を行うほか，高精度地磁気地電

流法の技術開発を行う．

(2)熱水利用システムの開発

地熱エネルギーの開発利用の促進を図るため，蒸気

とともに大量に噴出する熱水を有効に利用するバイナ

リーサイクル発電プラントの開発等を行う．

－ 15－
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表2サンシャイン計画関連主要プラントの開発状況
昭和59年9月

－ 1 6 －

プラン卜名 所在地 開 発 状 況

太
陽
エ
ネ
ル
ギ

ソーラーハウス

産業用ソーラーシステム

太陽熱発電プラント

太陽光発電システム

(製造システム）

(結晶系）

太陽光発電システム

(製造システム）

(アモルファス）

太陽光発電システム

(太陽光発電利用システム）

太陽光発電システム

(集中型太陽光発電システ

ム）

太陽光発電システム

(光熱ハイブリッド型光発

電システム）

大阪・枚方
（新築個人）

神奈川・綾瀬
（既存個人）

大分・大分
（大型建築物）

東京・調布
(集合住宅）

愛知・一宮

宮崎・花ケ島

香川・仁尾

新潟・上越
茨城・日立
兵庫・尼崎

姫路
奈良・新庄

大阪・枚方

神奈川・横須賀

兵庫・伊丹

神奈川・横須賀

（個人住宅3KW)

奈良・天理

（集合住宅20KW)

茨城・筑波

（学校200KW)

静岡・湖西

（工場100KW)

千葉・市原（分散

配置型200KW)

愛媛・西条（集中

配置型1000KW)

広島・安芸

56年度までに新築及び既存個人住宅，大型建築物，集合住宅の4つのプ
ラントにつき運転評価を行い，システムの有効性を実証
(55年度から積極的な普及策を推進中）

宮崎のフィックストヒートプロセス（定温倉庫用）システムは59年度か
ら運転研究中

愛知のカスケーディングヒートプロセス（染色工場用）システムは59年
8月から運転研究中

1,000KW太陽熱発電2方式（曲面集光方式・タワー集光方式）の運転研
究を58年度末まで実施

59年度は解析研究実施中

57年度に500KW/年級製造システム(結晶型シリコン太陽電池）の建設

を完了し，58年度から運転研究中

58年度に一部調整運転開始，59年度から運転研究実施中

56年度から各システムの建設に着手

個人住宅及び集合住宅用については，57年度に建設完了

工場用については，58年度に建設完了

学校用については，59年度に建設完了予定

(建設完了後は,それぞれ運転研究を実施）

(個人住宅用，集合住宅用については59年度をもって運転研究終了の予
定）

分散配置型は59年度末に建設完了予定

集中配置型は60年度末に建設完了予定

(建設完了後は，それぞれ運転研究を実施）

56年度から建設に着手．57年度に建設し，58年度から運転研究中

地
熱
エ
ネ
ル
ギ
ー

深層熱水供給システム

全国地熱資源総合調査

地熱 沫 食 紋 術 寺 硬 圖 止調宜

熱水利用発電プラント

(バイナリー発電）

高温岩体発電システム

(IEA国際協力事業）

大規模深部地熱発電所環境

保全実証調査

秋田・雄和，河辺

全国

秋田，岩手・仙岩
宮城・栗駒

大分・九重

北海道・森

米国

ニューメキシコ州

大分，熊本・豊肥

55～57年度に1,300m級坑井4本を掘削し，システムを建設
58年度から運転研究中．59年度末に運転研究終了の予定

55年度から空中調査等を実施主要調査は58年度中頃までに終了し現在，

全国規模での地熱有望地域を抽出中

55年度に現地調査を開始56年度からは1,500m級検証用坑井調査を，
59年度からはMT法の開発を実施中

51～54年度まで1,000KW級プラント2方式の建設，運転研究を実施
55年度から10MW級プラントの要素技術を研究中

55～58年度に4,000m級注入井・生産井の掘削，水圧破砕実験を実施
59年度は大規模人工貯留層造成を予定

53年12月から現地調査を実施中

石
炭
エ
ネ
ル
ギ
ー

褐炭液化プラント

瀝青炭液化プラント

(直接水添液化）

瀝青炭液化プラント

(溶剤抽出液化）

瀝青灰破1じフフント

(ソルポリシス液化）

石炭の高カロリーガス化プ

ラント

石炭の低カロリーガス化プ

ラント

豪州

ビクトリア州

神奈川・川崎

茨城・波崎

長崎・長崎

福島・いわき

北海道・夕張

56年度から石炭処理量50t/dプラントを建設中(59年度に一次水添系運
転開始予定）

57年度から石炭処理量2.4t/dプラントを運転中

56年度から石炭処理量1t/dプラントを運転中

56～58年度まで石炭処理量lt/dプラントを運転

59年度に解体撤去の予定

57年度からガス量7,000Nm3/d(石炭処理量約20t/dに相当）プラント
を運転中

50年度から石炭処理量5t/dプラントを運転し，これに基づき55年12月

から石炭処理量40t/dプラントを運転中

水素

エネル

ギー

水電解法水素製造プラント 神奈川・川崎 57年度に水素発生量20N、

体研究を実施し開発を完了

3
/hプラントの運転研究を終了．58年度に解

総合

研究

大型風力発電プラント 東京・三宅島 57年度に100KW級風力発電プラント制作を完了し,58年度から運転研

究中．59年度は電力系統との連係運転実施の予定
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事 項

1.太陽エネルギー

に
一般会計

特別会計

2.帥熱エネルギー

に
一般会計

特別会計

3.石炭エネルギー

に
一般会計

特別会計

4.水素エネルギー

一般会計

5.総合研究

に
一般会計

特別会計

6.国際協力

一般会計

7. そ の 他

に
一般会計

特別会計

合計

に
一 般会計

特別会計

59年度予算額

に

「
－

「
－

に

8,897

1,175

7,722

6,885

1,020

5,865

22,411

590

21,821

289

289

768

445

322

71

71

487

’
60

427

［

39,809

〔36,813〕

3,651

〔3,651〕

36,158

〔33,165〕

州ホロ60′

60年度要求額

に

に

「
一

一

L

に

I

8,800

826

7,975

6,824

869

5,955

26,170

25

571

,598

256

256

697

430

267

72

72

631

54

577

43,450

〔39,418〕

3,078

〔3,078〕

40,373

[36,340]
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聿位：内力H

60年度計画の主要項目

(1)太陽光発電実用化技術開発（＊7,023→＊7,470）
(2)太陽光発電研究開発（868→495）

(3)太陽熱発電プラントの解析研究（＊89→＊0）

(4)産業用等ソーラーシステムの開発（＊610→＊505）

(1)全国地熱資源総合調査の実施（＊1,956→＊1,335）
(2)地熱探査技術等検証調査の実施（仙岩

（＊1,337→*1,310)

･栗駒地区）

(3)大規模深部地熱発電所環境保全実証調査の実施（豊肥地区）

(＊770→＊1,120）（資エ庁計上分）

(4)熱水利用発電プラントの開発（＊1,623→＊2,102）
(うち高温岩体発電システムの開発＊618→＊727）

(5)深層熱水供給システムの開発（＊179→＊88）

(1)液化プラントの開発（＊17,883→*21,150)
(うち瀝青炭液化:*2,103→*3,530)
（褐炭液化：＊14,783→＊16,700）

(2)高カロリーガス化プラントの開発（＊1,717→＊1,540）
(3)低カロリーガス化プラントの開発（＊2,221→*2,909)

(省エ庁計上分）

(1)水素製造技術の開発（155→127）

(2)水素輸送・貯蔵技術の開発（62→58）

(1)海洋エネルギー（173→167）

(2)風力発電プラントの開発（＊322→＊267）

(1)IEA協力(41→42)

(2)日豪等二国間協力（30→30)

(1)研究開発設備撤去費(*420→*568)

(2)庁費等

日樅1‘

貢腺エオ

のみの合

したもし

合開発＃

を含む．

特別会計によるこ《

おいて実施する．

1内は．工業技術院

60年度には，高性能熱交換器の研究等の要素研究及

KFIOMW級プラントの設計のための調査を行うととも

に，硫化水素除去技術の研究及びダウンホールポンプ

の試作を実施する．

(3)高温岩体発電システムの開発

高温岩体の有する膨大な熱エネルギーを人工的な熱

水系を造成することにより取り出し，これを発電に利

用する高温岩体発電システムを開発する．

60年度は，米国で実施中の日，米，西独三か国によ

るIEA共同研究に参加するとともに，国内において

も水圧破砕技術等の要素技術の開発に着手する．

(4)深層熱水供給システムの開発

堆積平野部に広く賦存する非火山性の地熱エネルギ

ー（深層熱水）を開発し，これを地域暖房，給湯等に

利用する技術を確立するため，熱水の最適採取・還元

システム開発のための実証研究を行う．

60年度は，これまで秋田県で実施してきたデモンス

トレーションシステムによる研究結果をとりまとめる

とともに研究施設の解体・撤去を行う．

3.3石炭エネルギー

(1)石炭液化技術の開発

我が国の国情に適した我が国独自の液化技術の早期

実用化を図るため，瀝青炭液化技術，褐炭液化技術及

び共通技術の開発を行う．

①瀝青炭液化技術の開発

これまでの研究成果を踏まえた新しいプロセスに

よる250t/日パイロットプラントの基本・詳細設計

を行うとともに，これを支援するための1t/日及び

2.4t/日プラントの運転研究等を実施する．

②褐炭液化技術の開発

－17－
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豪州ビクトリア州に豊富に賦存する褐炭の液化利

用を図るため，豪州政府及びビクトリア州政府の協

力の下で,50t/日パイロットプラントによる技術開

発を行う．60年度には，一次水添系の運転及び二次

水添系の建設を行う．

③共通技術の開発等

石炭液化技術の早期実用化を図る上で必要となる

大型プラント用機器・材料の試作開発等の共通技術

の開発を実施するとともに，石炭構造と液化反応機

構の関連等所要の基礎的研究を推進する．

(2)高カロリーガス化技術の開発

LPG,LNG等に代わるクリーンなガス体エネルギ

ーを生産することをねらいとして，石炭及び重質油か

ら高カロリーガスを製造する技術（ハイブリッドガス

化技術）を確立する．

60年度には，製造ガス量7,000Nm3/日のパイロッ

トプラントの長期連続運転を実施するとともに，これ

までの研究成果のとりまとめを行う．また，多目的高

温ガス化技術について，これまでの要素研究による成

果を小型プラントの概念設計としてとりまとめる．

(3)低カロリーガス化技術の開発

北海道夕張市に建設した40t/日プラントの運転研究

を実施するとともに高温乾式脱硫及び脱じん並びに低

NOx燃焼器の開発研究を行う．更に1,000t/B,10万

Kw級ガス化複合サイクル発電プラントの基本設計を

行う．また，噴流床方式による複合サイクル発電につ

いてもフィージビリティスタディを行う．

エネルギー・資源

3.4水素エネルギー

固体高分子電解質水電解法，熱化学法による水素製

造技術について基礎的研究を継続する．また，金属水

素化物を利用した水素輸送・貯蔵技術の研究，水素燃

料原動機の研究等の基礎的研究を継続する．

3.5総合研究

(1)風力発電システムの開発

100Kw級パイロットプラントの長期連続運転を行う

とともに，大型風力発電システムの総合評価及び概念

設計等を実施する．

(2)海洋温度差発電の研究

1000Kw級プラントの開発に向けて，発電システム

及び各種要素技術の基礎的研究を推進する．

(3)その他

熱電変換素子の研究等を継続するほか，木質系バイ

オマスから液体燃料を製造する研究に着手する．また，

新エネルギー技術シーズの発掘に関する研究を継続す

る．

3.6IEA,日米，日豪等国際協力の推進

IEAにおいては，米国フェントンヒルで実施中の

高温岩体発電システムに関する米国，西独との共同研

究のほか，石炭技術情報事業，システムズ・アナリシ

ス事業等を継続する．

また，二国間協力として，石炭液化及び太陽エネル

ギーに関する日豪協力及び日米協力，石炭液化に関す

る日中協力等を推進する．

話の泉 中国で盛んな潮汐発電

中国では，今のところエネルギー危機の心配はな

いが，将来，工業地帯を中心とした電力不足対策と

して潮汐発電に力を入れている.中国大陸には18000

kmと海岸線と諸島の海岸線が14000kmあり,1980

年の推定では,2000万kw,年間580億kwの潮汐発

電が見込まれている．

現在稼動している中国の潮汐発電プラントは7個

所あって,125kwから3000kwまでの発電能力を有

し,3000kwといえば潮汐発電では世界第2位に相

当する．現在も数個所で建設工事が進められている

力:，なかでもHangzhou湾のプラントは,472万kw,

年間130億kwHの発電能力があり世界最高の規模を

有する．

中国はまさに潮汐発電の先進国といえよう．

(Mazingira,1984年3月号,p.32-34より要約）
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